
運営指導における指摘事項（全サービス共通）  

     

項目  指摘事項  指導内容  

運営規程  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運営規程を変更した際、町

に届け出ていない。  

運営規程の変更は届出事項です。年度変わりで改定

した場合など、変更した場合は 10 日以内に届け出てく

ださい。  

また、運営規程を改定した場合は、附則の施行日を

書き換えるのではなく、追記してください。  

用語が統一されていない。  

用語に誤りがある。  

（例）  

「事業者」と「事業所」 

「通所介護」と「地域密着

型通所介護 」 

「事業者」は運営法人、「事業所」はサービス提供事

業所を指します。基準を参考に、いずれについて定め

ている内容なのか確認して、区別してください。  

サービスの名称等については、正式名称で記載して

ください。略称を使用する場合は「以下、○○とい

う。」と文中で定義し、以降の記載の仕方を統一してく

ださい。 

運営規程に盛り込むべき項

目が漏れている。  

条例（指定基準）で、サービス種類別に運営規程に

盛り込む項目が規定されています。  

（例）居宅介護支援の場合  

⑴ 事業の目的及び運営の方針  

⑵ 職員の職種、員数及び職務内容  

⑶ 営業日及び営業時間  

⑷ 指定居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料

その他の費用の額  

⑸ 通常の事業の実施地域  

⑹ 虐待の防止のための措置に関する事項（※）  

⑺ 前各号に掲げるもののほか、事業の運営に関す

る重要事項  

運営するサービスの規定について確認し、漏れのな

いように定めてください。具体的な内容については、

解釈通知の留意点を参考にしてください。  

※ 令和３年度の条例改正により、「虐待の防止のため

の措置に関する事項」が全サービスで項目に追加され

ています（令和６年３月までは努力義務）。  



項目  指摘事項  指導内容  

運営規程 

重要事項説明書 

契約書  

  

運営規程で定めている内容

と、重要事項説明書、契約

書の記載内容が一致しな

い。  

（例）  

 ・事業所の所在地  

 ・営業日・休業日・営業時間 

 ・サービス提供時間  

 ・従業者の職種・員数・勤務

形態  

 ・通常の事業の実施地域  

 ・通常の事業の実施地域を越

えた場合の交通費の額  

 ・日常生活費の内容・金額  

 ・キャンセル料  

それぞれの記載内容が一致するように整合性を図っ

てください。  

なお、令和３年度から、従業者の員数については実

人数ではなく、人員基準を満たす範囲で「○人以上」

と記載することが可能になりました。  

運営規程 「通常の事業の実施地域」

の記載が適切でない。 

町の一部地域のみを通常の事業の実施地域とする場

合は、「在府小路町」等、字地名まで具体的に表記して

ください。  

また、地域密着型サービスの通常の事業の実施地域

は、三戸町のみです。 

重要事項説明書  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

作成年月日の記載がない。 表題部分等に「○年○月○日現在」のように、最新

の作成年月日を記載してください。  

なお、重要事項説明書の変更は、届出は不要です。

随時、最新の情報に修正してください。  

営業日（休業日）、営業時

間、サービス提供時間が実

際と異なる（変更したのに

古い情報のままになってい

る）。  

運営規程で定めた営業日（休業日）、営業時間、サー

ビス提供時間を記載し、実際と異なる場合は修正して

ください。  

体制届を出してない加算

（算定できない加算）を記

載している。  

算定の見込みがある加算に

ついて記載していない。  

算定の届出を行っていない加算は、記載しないでく

ださい。また、算定の見込みがある加算については、

必ず記載してください。  



項目  指摘事項  指導内容  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

苦情相談の市町村窓口につ

いて、通常の事業の実施地

域の市町村の一部しか記載

していない。又は、内容に

誤りがある。  

市町村の苦情相談窓口は、運営規程で定める通常の

事業の実施地域の市区町村すべての介護保険担当課・

電話番号を記載してください。  

市町村の介護保険担当課名は、組織の統廃合により

変更される場合があるため、最新の名称と連絡先を確

認してください。  

【三戸町】  

健康推進課 0179-20-1153   

平日（土日祝日除）8:15～17:00  

【青森県国民健康保険団体連合会】  

介護保険苦情相談窓口 017-723-1301  

平日（土日祝日除）9:00～12:00, 13:00～16:00  

利用料金や利用者負担額、

端数処理に誤りがある。  

利用者負担額に「２割負

担」、「３割負担」の場合が

抜けている。  

加算の名称、算定区分が不

正確である。  

単位数・利用料金が最新（令和３年度介護報酬改

定）の内容になっていることを確認してください。  

加算の名称や要件、算定区分は正確に記載してくだ

さい。  

また、端数処理の方法は、報酬基準の留意事項通知

（通則）を確認してください。  

 ・「単位数」算定の際の端数処理基本となる単位数に

加減算の計算を行うたびに、小数点以下を四捨五

入  

・「金額」計算の際の端数処理単位数算定後、金額に換

算する際に生じる１円未満（小数点以下）の端数は

切り捨て  

利用者負担額は、利用料金（10 割）から保険負担額

（９割、８割又は７割）を差し引いた額です。  

処遇改善加算及び特定処遇改善加算は、各加算等を

含めた総単位数に対して、割合（例えば、1,000 分の

59＝5.9%）を掛けて単位数を算出します。利用料金に

対して割合を掛けるのは誤りです。 

事故発生時の対応について

記載していない。  

事故発生時の対応について、基準に基づき記載して

ください。  



項目  指摘事項  指導内容  

重要事項説明書  

※居宅介護支援・介

護予防支援を除く  

第三者評価の実施状況につ

いて記載していない。  

提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の

有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名

称、評価結果の開示状況）を記載してください。  

第三者評価を実施していない場合も、実施していな

い旨の記載が必要です。  

契約書  契約者が、運営法人の代表

ではなく事業所の管理者に

なっている。  

契約は、利用者と運営法人の代表の間で締結するも

のです。ただし、運営法人の代表から権限の委任を受

けている場合は、受任者（担当部局の長、事業所の管

理者等）が契約することも可能です。権限の委任につ

いて、法人内で規定を整備してください。  

個人情報使用同意

書  

個人情報を使用する範囲が

明確でない。  

個人情報を使用する目的、使用する事業者の範囲、

使用する期間、使用条件を明確に記載し、利用者及び

利用者の家族に分かりやすい内容にしてください。  

利用者及び利用者の家族か

ら、使用の同意を得ていな

い。  

利用者の同意の自署がな

く、利用者の家族のみ署名

している。  

利用者だけでなく、利用者の家族の情報を使用する

場合は、利用者の家族それぞれの同意を得てくださ

い。ただし、利用者の家族代表から同意を得る様式と

している場合は、家族代表 1 名の同意で足ります。  

利用者が自署できず、家族が代筆する場合は、家族

代表の欄とは別に、利用者の欄に利用者名を代筆する

よう求めてください。  

管理者  

※居宅介護支援・介

護予防支援を除く  

管理者と同時並行で従事で

きない職務を、同一時間帯

に兼務している。  

原則として、管理者と、直接処遇職員（介護職員、

機能訓練指導員等、利用者のケアに当たる従業者）

は、同じ時間帯に同時並行で兼務することはできませ

ん。勤務時間を分け、それぞれ専従で職務に当たって

ください。  

従業者の員数  

  

 

 

 

 

 

必要な職種について、必要

な人数を配置していない。  

指定基準でサービス種類別に定めている人員は、最

低限の人員配置ですので、必ず基準を満たして配置し

てください。  

基準で定める人員（看護職員や介護職員など）を配

置していない事業所では、人員基準欠如減算として介

護報酬が減額される場合があります。勤務の実態があ

っても、勤務表、タイムカード等の記録で確認できな

い場合は、配置がなかったものとみなされます。 



項目  指摘事項  指導内容  

 職員名簿、勤務表につい

て、指定基準の定義からは 

「非常勤」とすべきとこ

ろ、「常勤」と記載してい

る。  

指定基準の定義では、「常勤」とは、当該事業所にお

ける勤務時間が、当該事業所において定められている

常勤の従業者が勤務すべき時間数（週 32 時間を下回る

場合は週 32 時間を基本とする。）に達していることを

いいます。  

例えば、週 38 時間 45 分を常勤の所定労働時間とし

て定めている事業所では、週 38 時間 45 分を勤務して

いれば「常勤」となり、週 35 時間の勤務では「非常

勤」となります。  

従業者が正社員であっても、非常勤社員であって

も、指定基準では勤務時間に着目して判断します。  

このほか、「常勤換算方法」や「勤務延時間数」、「専

ら従事する」、「専ら提供に当たる」などの用語も、一

般的な用語として理解すると間違いが生じます。必

ず、指定基準の解釈通知を確認してください。  

勤務体制の確保  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

従業者と雇用契約を締結し

ていない（有期雇用の従業

者が契約更新されていな

い）。  

従業者に雇用条件通知書を

交付していない。  

常勤職員、非常勤職員ともに、労働基準法に基づい

て、賃金、労働時間、就業の場所等の労働条件を書面

の交付により明示しなければなりません（有期雇用の

場合、契約更新の都度）。  

条例（指定基準）では、当該事業所の従業者によっ

てサービスを提供することが義務付けられ、具体的に

は、雇用契約等によって管理者の指揮命令下にあるこ

とが必要です。  

月ごとに作成する勤務表

で、従業者の日々の勤務時

間や常勤・非常勤の別が明

らかでない。  

専従の従業者の配置、兼務

関係が明確になっていな

い。  

月ごとの勤務表（予定表・実績表それぞれ）を作成

し、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、専

従の従業者の配置、兼務関係などを明確にしてくださ

い。  

複数の職種を兼務している場合は、それぞれの勤務

時間を分けて勤務表に記載し、どの勤務時間に、どの

職種の従業者として勤務するか明確にしてください。  

従業者の出勤状況を記録し

ていない。  

タイムカードや出勤簿などで、誰が・いつ・どれく

らい（出勤時間）出勤したのか分かるような出勤記録

を残してください。  

法人役員であっても、事業所の従業者である場合は

対象となります。  



項目  指摘事項  指導内容  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

運営規程に定めた研修を実

施していない。  

研修を実施した記録（日

時、研修資料、参加者等）

がない。  

従業者の資質の向上のために、計画的に研修の機会

を確保してください。また、研修を実施した記録（主

催者、出席者、内容、資料等）を残してください。  

欠席者に対しても、後日資料を回覧するなどして、

全ての従業者が研修の内容を理解できるようにしてく

ださい。  

なお、令和３年度から、医療・福祉系の資格を持た

ない従業者に対し認知症介護基礎研修を受講させる措

置を講じることが、事業者の義務になっています（令

和６年３月までは努力義務）。 

ハラスメント防止のための

措置を講じていない。  

令和３年度から、事業者はハラスメント防止のため

の措置を講じることが義務化されています（経過措置

期間はありません）。速やかに対策を講じてください。 

留意する点は、「方針の明確化」、「従業者へ周知・啓

発」、「相談に対応する担当者及び相談窓口を定めるこ

と」等です。  

設備及び備品等  指定時の専用区画を変更し

たのに、変更の届出をして

いない。  

(例)  

・静養室を移動した。  

・相談室の一部が従業者の

休憩室になっている。  

事業所のレイアウト変更は、指定時の平面図の変更

になるため、変更の届出をしてください。  

従業者の健康管理  従業者の健康診断を定期的

に実施していない。  

従業者の健康診断は、労働安全衛生法で、常時使用

する労働者に対して、１年以内ごとに１回の実施が義

務付けられています。全ての従業者に対し、健康診断

の結果を提出させるなど受診を確認し、必要な健康管

理を行ってください。  

また、夜勤に従事する従業者は、６か月間平均で１

か月あたり４回以上の夜勤を行う場合は、６か月以内

ごとに１回の受診が必要です（年１回ではありませ

ん）。条件を確認し、適切に受診させてください。  



項目  指摘事項  指導内容  

掲示  掲示してある重要事項等の

内容が古い。  

掲示の状態が見づらい（高

い位置に掲示してある、字

が小さい等）。  

運営規程の概要等、利用申込者のサービスの選択に

資すると認められる重要事項は、入口付近や相談室

等、利用者が見やすい場所に、最新の内容を掲示して

ください。  

令和３年度からは、重要事項を記載したファイル等

を閲覧用に備え付けることで、掲示に代えることがで

きるようになりました。その場合は、利用者が自由に

手に取れる場所に設置してください。  

秘密保持等  退職後も含めて、利用者・

家族の秘密を漏らさないこ

とについて、従業者全員に

必要な措置を講じていな

い。  

必要な措置として雇用時等に秘密保持の誓約書を従

業者から徴取する場合、誓約書の中に、秘密保持の対

象が「利用者及びその家族の個人情報」であること、

在職中だけでなく、退職後も秘密を保持することにつ

いて、明記してください。  

広告  パンフレットの内容が古

い。  

営業日、営業時間、利用料金等が最新の情報に更新

されているか確認してください。  

苦情処理  苦情の状況や対応を記録す

るための様式、台帳等を作

成していない。  

これまで苦情を受けたことがない場合であっても、

苦情処理の体制を整えることは必要です。苦情を記録

する様式、台帳等を整備し、迅速に対応できるように

してください。  

また、苦情の原因や再発防止のための改善点を検討

し、全ての従業者に周知して、サービスの質の向上に

努めてください。  

事故発生時の対応  サービス提供に伴って利用

者が怪我をしたが、市町村

に事故報告を行っていな

い。  

事故の状況や対応を記録す

るための台帳等を作成して

いない。  

サービス提供により事故が発生した場合には、市町

村、利用者の家族、居宅介護支援事業者等に対して連

絡を行うとともに、必要な措置を講じてください。  

また、事故の状況やその措置等は必ず記録してくだ

さい。  

これまで事故が起きたことがない場合であっても、

発生した場合の処理の体制を整えることは必要です。

事故の概要と処理経過を記録する様式、台帳等を整備

し、迅速に対応できるようにしてください。  

また、事故の原因や再発防止のための改善点を検討

し、全ての従業者に周知して、サービスの質の向上に

努めてください。  



項目  指摘事項  指導内容  

変更の届出  運営法人の所在地、事業所

の管理者、運営規程等を変

更した場合に、届出が漏れ

ている。  

届出が必要な事項に変更があった場合には、10 日以

内に変更の届出をしてください。 

業務管理体制の届

出 ※届出先が三戸町

の事業者のみ  

  

法令遵守等の業務管理体制

の整備に関する届出が漏れ

ている。  

届出先（※）が三戸町の事業者は、地域密着型サー

ビスのみ行う事業者で、事業所が三戸町内のみに所在

する事業者です。  

法人代表者、法人の主たる事務所の所在地、事業所

の所在地、法令遵守責任者等に変更があった場合は、

町に届け出てください。  

※ 指定又は許可を受けている事業所又は施設の数に

応じ、届出先が定められています。届出先を確認し、

変更があった場合は漏れのないよう届け出てくださ

い。  

参考 厚生労働省ホームページ「介護サービス事業者の

業務管理体制」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/ 

hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/service/index.html  

  

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/

